
公告第４号 

一 般 競 争 入 札 公 告 

 

京築地区水道企業団（以下「企業団」という。）が発注する建設工事について、下記のとおり 

一般競争入札を行いますので、公告します。 

 

令和４年８月２２日 

京築地区水道企業団  

企業長 後 藤 元 秀 

 

1.起 工 番号

及 び 工 事

名 

令和４年度起工第９号 湯の川内浄水場浄水池（No.２）耐震補強工事 

2.工事場所  豊前市大字馬場 地内 

3.工事概要 

工事内容 

・浄水池耐震補強工事 

鉄筋探査 A=41 ㎡ 

後施工せん断補強鉄筋（ＰＨＢ工法）既存部材厚 1,000 N=247 本 

後施工せん断補強鉄筋（ＰＨＢ工法）既存部材厚 1,300 N= 48 本 

・浄水池補修工事 

内面防食塗装工（無溶剤型ポリウレタン樹脂） 

 天井・梁 A=393 ㎡ 

 壁・柱  A=520 ㎡ 

 床    A=289 ㎡ 

ひびわれ補修工（充填工法） 18 箇所 L=30.8ｍ 

ひびわれ補修工（低圧注入工） 8 箇所 L=20ｍ 

予定価格 ４１，０００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

最低制限

価  格 
設定有り（事後公表） 

工  期 契約締結日から令和５年３月２４日まで 

4.入 札 に参

加 で き る

者の形態 

単体企業 

5.設 計 受託

業者 
株式会社ＮＪＳ 九州総合事務所 

6.日程 公告日 令和４年８月２２日（月） 

入札説明書及び仕

様等の閲覧･交付 
令和４年８月２３日（火）～令和４年９月２８日（水） 

仕様書に関する質

問の提出期間 
令和４年８月２４日（水）～令和４年９月２０日（火） 必着 

競争参加資格確認

申請書受付期間 
令和４年８月２３日（火）～令和４年９月 ５日（月） 必着 

競争参加資格確認

通知書発送日 
令和４年９月８日（木） 

参加資格無の理由

説明を求める期限 
令和４年９月９日（金）～令和４年９月２０日（火） 

仕様書に関する質

問の回答 
令和４年９月２１日（水）～令和４年１０月４日（火） 

入札書郵送開始日 令和４年９月２９日（木） 

入札書到達期限日 令和４年１０月４日（火） 豊前郵便局留 必着 

入札・開札日時 令和４年１０月５日（水）午後２時００分～ 

 

 



 

 

7.契 約 に関

す る 事 務

を 担 当 す

る 課 の 名

称 及 び 所

在地 

〒828-0004 福岡県豊前市大字馬場 336 番地 

   京築地区水道企業団 TEL：0979-83-4858 FAX：0979-82-5199 

（1）入札及び契約の事務 総務課 

（2）工事に関すること  工務課 

8.入 札 参加

資格 

○地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 5 第 1 項 

・土木一式工事又は建築一式工事について、企業団に対して、令和 3・4 年度競争入

札参加資格申請書を提出し、競争入札参加資格者として登録されている者 

9.入 札 参加

条件 

○地方自治法施行令第 167 条の 5 の 2 

・申請書提出期限日（令和 4 年 9 月 5 日）現在において、次の条件を満たすこと。な

お、開札時点においても同条件を満たすこと。 

(1) 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 条）に基づき更生手続開始の申立がなされてい

る者、又は、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立

がなされている者については、手続開始の決定後、国土交通省の一般競争入札参加

資格の再認定を受けていること。 

(3) 土木一式工事について、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条の規定による

許可を有して営業年数が 3 年以上であり、同法第 15 条の規定による特定建設業の

許可を受けていること。建築一式工事についても、同様とする。 

(4) 本店、支店又は営業所が福岡県内にあること。 

(5) 国、福岡県及び京築地区水道企業団建設工事に係る建設業者の指名停止等措置要

綱（平成 13 年規程第 6 号）に基づく指名停止期間でないこと。 

(6) 経営事項審査における経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の総合評定

値（Ｐ）が、土木一式工事において、９４０点以上、又は、建築一式工事において、

９００点以上であること。 

(7) 平成 18 年度以降に竣工し元請として、耐震工事の施工実績があること。ただし、

共同企業体の構成員としての施工実績は、出資割合が 20％以上であること。 

(8) 平成 18 年度以降に竣工した公共施設で、上記(7)と同等以上の条件を満たす土木

一式工事又は建築一式工事の施工経験がある監理技術者を当該工事に専任で配置

できること。 

また、当該監理技術者は、入札参加者と競争参加資格確認申請書の提出日以前 3 か

月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であること。 

(9) 当該工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本及び人事面において関

連がある建設業者でないこと。 

10.入札説明

書及び仕

様等の交

付 

交付場所 

入札説明書については、企業団ホームページからダウンロードすること。 

 URL：http：//www.keitikusuidou.jp 

但し、仕様書については、事前に FAX 又は電送にて予約し、予約確認後、

企業団から交付用ダウンロードページ URL を交付するのでダウンロード

すること。 

11.契約条項

を示す場

所 

7.(1)に同じ 

12.競争参加

資格確認

申請書の

受付 

受付場所 7.(1)に同じ 

提出方法 郵送(一般書留又は簡易書留のいずれかによる。) 

 

  



13.入札書の

提出場所

と提出方

法 

京築地区水道企業団郵便入札実施要領により実施する。（以下「郵便入札」という。） 

提出場所 
日本郵便株式会社豊前郵便局留 

（これ以外の提出先は、無効とし、開封しない。） 

提出方法 
一般書留又は簡易書留のいずれかによる。 

 

14.入札書の

開札 

開札場所 京築地区水道企業団 3 階会議室 

入札立会人 
京築地区水道企業団郵便入札実施要領により、入札参加を希望する者か

ら 2 人を選任して立会を依頼する。 

入札回数 1 回 

15.入札保証

金及び契

約保証金 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）の 100 分の 10 以上の

契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供すること。ただし、次

の場合は契約保証金の納付が免除される。 

(1) 企業団を被保険者とする履行保証保険契約(契約金額の 100 分の 10 以上)を締結

し、その証書を提出する場合。 

(2) 保険会社と工事履行保証契約(契約金額の 100 分の 10 以上)を締結し、その証書を

提出する場合。 

16.入札の無

効 

(1) 京築地区水道企業団契約に関する規程第 12 条によるもの。 

(2) 京築地区水道企業団郵便入札実施要領第 7 条によるもの。 

17.落札者の

決定の方

法 

(1) 有効な入札を行った者のうち、予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を落

札者とする。ただし、最低制限価格を設定した場合は、その最低制限価格以上、予

定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を落札者とする。 

(2) 上記(1)において落札候補者となるべき価格の入札者が 2 者以上の場合は、くじ引

きにより落札者を決定する。 

18.入札の中

止等 

(1) 競争入札妨害又は談合行為の疑い、不正又は不誠実な行為等により入札を公正に

執行できないと認められる場合、又は競争性を確保しえないと認められる場合は、

入札の執行延期、再入札公告又は入札の中止等をする場合がある。 

(2) 京築地区水道企業団郵便入札実施要領第 8 条に該当する場合は、中止又は延期を

する場合がある。 

19.その他 (1) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との

随意契約により締結する予定の有無  無 

(2) 期間については、「6.日程」に記載の毎日（京築地区水道企業団職員就業規則第 16

条及び第 20 条に規定する休日を除く。）、午前 9 時から午後 4 時まで 

(3)「9.入札参加条件」の(8)に記載する「専任で配置できること」とは、他の工事現場

の「主任技術者」又は「監理技術者」及び「営業所の専任技術者」との兼任を認め

ないことであり、現場に常駐していなければならないことである。 

(4)「9.入札参加条件」の(9)に記載する「当該受託者と資本及び人事面において関連

がある建設業者」とは、次のいずれかに該当するものである。 

(ア)当該受託者の発行株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有し、又はその出資

の総額の 100 分の 50 を超える出資をしている建設業者 

(イ)建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねて

いる場合における当該建設業者 

(5) その他詳細は、入札説明書による。 

(6) 入札参加者が提出する申請書及びその他提出物に係る一切の費用は、入札参加者

の負担とする。 

 

 


